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第３回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成23年10月３日) 

 

 第 ３ 回  熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録 

 

平成23年10月３日（月曜日） 

            午前10時02分開議 

            午前11時51分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 (1)産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関

する件について 

 (2)有明海・八代海の環境の保全、改善及び  

水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について 

 (3)地球温暖化対策に関する件について 

 (4)付託調査事件の閉会中の継続審査につい  

て  

――――――――――――――― 

出席委員（16人） 

        委 員 長 吉 永 和 世 

        副委員長 森   浩 二 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 浦 田 祐三子 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 緒 方 勇 二 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

  環境生活部       

         部 長  谷 﨑 淳 一 

                環境局長  山 本   理 

  環境局環境立県推進課長 田 代 裕 信 

            環境保全課長  清 田 明 伸 

          自然保護課長 小 宮   康 

       廃棄物対策課長  加 久 伸 治 

     公共関与推進課長  中 島 克 彦 

  企画振興部 

     交通政策・情報局 

   企画振興部審議員兼 

   交通政策課課長補佐  小 原   信 

商工観光労働部 

     新産業振興局長  真 崎 伸 一 

新産業振興局 

首席審議員兼産業支援課長  高 口 義 幸 

新エネルギー産業振興課長 森 永 政 英 

  農林水産部 

            生産局長  麻 生 秀 則 

                水産局長  神 戸 和 生 

政策調整審議員兼 

農林水産政策課課長補佐 白 石 伸 一 

    生産局農業技術課長  松 尾 栄 喜 

        園芸課長 野 口 法 子 

              畜産課長  平 山 忠 一 

  農村振興局農地整備課長  田 上 哲 哉 

   森林局森林整備課長  河 合 正 宏 

      林業振興課長 岡 部 清 志 

      森林保全課長 本 田 良 三 

      水産局水産振興課長  鎌 賀 泰 文 

漁港漁場整備課長 平 尾 昭  人 

  水産研究センター所長  南 本 健 成 

  土木部 

    土木技術審議監兼 

          河川港湾局長  上 谷 昌 史 

    土木技術管理課長  西 田   浩 

  道路都市局土木審議員兼 
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      道路整備課課長補佐  松 永 清 文 

      土木審議員兼 

      都市計画課課長補佐  益 田 啓 敬 

土木審議員兼 

  都市計画課景観公園室長  坂 井 秀 一 

           下水環境課長  軸 丸 英 顕

河川港湾局河川課長  林   俊一郎 

        港湾課長  手 島 健 司 

   建築住宅局建築課長 坂 口 秀 二 

     土木部審議員兼 

建築課建築物安全推進室長 吉 川 誠 一 

   教育委員会事務局 

        義務教育課長  谷 口 慶志郎 

  企業局 

      次長兼総務経営課長  古 里 政 信 

        審議員兼 

  荒瀬ダム撤去準備室長 堀   敏 行 

        工務課長  福 原 俊 明 

   警察本部 

           交通部参事官  木 庭   強 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 森 田   学 

   議事課課長補佐   井   隆 彦 

――――――――――――――― 

午前10時２分開議 

○吉永和世委員長 おはようございます。 

 全員おそろいになりましたので、ただいま

から第３回環境対策特別委員会を開催しま

す。 

 

○谷﨑環境生活部長 済みません、委員会の

冒頭ではございますけれども、既に新聞報道

等で御承知のことかと思いますが、昨日土木

部職員が逮捕されました。法令に従い職務を

遂行すべき県職員が、県民の皆様の信頼を損

なうことになり、非常に申しわけなく、おわ

びをいたします。 

 県といたしましては、今後は詳細な事実を

確認した上で、速やかにかつ厳正に対処いた

していく所存でございます。本当に申しわけ

ございませんでした。 

 

○吉永和世委員長 では、お手元に配付の委

員会次第に従い、付託調査事件を審議させて

いただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 議題１、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件、２、有明海・八代海の環境の

保全、改善及び水産資源の回復等による漁業

の振興に関する件及び３、地球温暖化対策に

関する件について、一括して執行部から説明

を受け、その後、質疑は議題ごとに行いたい

と思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては、

前回委員会からの変更部分を中心に説明をお

願いいたします。 

 これより執行部から説明をお願いします。 

 まず、産業廃棄物処理施設の公共関与推進

に関する件について説明をお願いします。 

 

○中島公共関与推進課長 公共関与推進課の

中島でございます。着座にて御説明させてい

ただきます。 

 資料の２ページをお願いいたします。 

 １、目的は省略いたしまして、大きな２番

の最近の取り組み状況から御説明させていた

だきます。 

 (1)住民説明会等の開催状況につきまして

は、前回委員会で御報告した以降の動き、太

字ゴシック体で記載しておりますが、６月25

日以降の動きを御説明申し上げます。 

 環境アセスメントの現地調査が終了し、調

査結果を踏まえまして周辺環境への影響を予

測、評価した結果、周辺環境に影響を及ぼす

ことがない、あるいは影響は極めて小さいこ

とがわかりましたので、その内容をアセス準

備書の骨子案ということで地元地区に説明を

してまいりました。 
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 そして、最終行に記載のとおり、８月９日

には、南関町、熊本県及び処分場の事業実施

主体となります財団法人熊本県環境整備事業

団の３者で、関係者の果たすべき役割など基

本的事項を定めました基本協定書を締結いた

しました。 

 次のページをお願いいたします。 

 ８月30日と９月６日、７日は、地元住民を

既設処分場の視察研修に御案内して理解促進

を図っております。そして、８月下旬に環境

アセス準備書が完成しましたので、改めて９

月８日以降、相次いで南関町及び和水町の両

議会や地元地区等に対しまして準備書の内容

や基本協定書について説明を続けてきており

ます。 

 (2）環境アセスメント手続につきまして

は、現在準備書を縦覧中ですが、10月13日ま

でに住民等意見書をいただいた上で、事業者

見解をまとめ、アセスメント審査会等を経

て、年度内に準備書手続を終了したいと考え

ております。 

 大きな３番の今後の取り組みですが、基本

協定書の締結によりまして、今後地域振興策

の具体的検討を行いますとともに、引き続き

丁寧な地元説明を行い、理解を得ながら建設

に向けて進めてまいります。 

 ４ページをお願いいたします。 

 参考資料として、県内の管理型最終処分場

の残余容量について記載をしております。毎

年９月の特別委員会で時点修正して御報告を

いたしております。 

 残余容量ですが、表１に記載のとおり、県

内の最終処分量は、各種リサイクル法の施行

等により減少してまいりましたが、近年は４

万から７万トンの範囲で推移をいたしており

ます。平成22年度末の残余容量は、13.4万立

方メートル、同年度の最終処分量6.8万トン

から試算しますと、残余年数は２年となって

おります。 

 ５ページをお願いします。 

 次に、民間事業者の建設計画でございま

す。 

 表２に記載のとおり、九州産廃は、39万立

方メートルの設置許可を受け、平成22年３月

に一部は供用開始しておりますが、菊池市と

同社の協定で、平成26年度末で最終処分場を

終了することとなっております。 

 また、表３のオー・エス収集センターは、

第１期分の46.6万立方メートルが現在工事中

であり、近いうちに供用開始になるものと思

われます。なお、その下の松山開発は、平成

19年１月に環境アセスの方法書手続が終了し

た段階で、その後の具体的な動きが見えない

状況でございます。 

 こうした民間処分場の拡張で容量は当面あ

る程度確保できますが、一方で廃止の話もあ

り、また、廃棄物の受け入れ品を制限してい

る例もあり、処分場は供用開始までさまざま

な不確定要素がありますので、産業廃棄物の

長期的・安定的な処理体制を確保するという

点では十分な状況ではありません。 

 このような状況を踏まえまして、公共関与

による最終処分場整備に取り組んでおり、計

画中の公共関与最終処分場は、再度詳細な容

量を検討した結果、最終的な埋立容量を42万

立方メートルに決定し、今後、現在詰めてお

ります実施計画の中で収支計画を決定してま

いります。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員長 次に、有明海・八代海再

生に係る提言への対応について説明をお願い

します。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。以後、着座のまま説明させてい

ただきます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 有明海及び八代海を再生するための特別措

置に関する法律の一部改正について御説明い
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たします。この改正法は、８月12日に公布、

施行されております。 

 改正内容でございます。 

 まず、対象となる海域の拡張です。 

 一昨年、それから昨年と赤潮被害が発生し

ました海域が追加されております。具体的に

は、右の方の図の横線がけのところが有明

海、八代海でございます。黒く塗りつぶした

部分が拡張された海域でございます。 

 まず、下の方、八代海から出たところの隣

接海域といたしまして、天草市魚貫崎から南

の海域、それから、図の上の方、有明海に隣

接する海域といたしまして、橘湾、苓北町の

上、島原半島から西の海域が追加となってお

ります。 

 それから、国庫補助の補助率の引き上げの

継続でございます。 

 覆砂、藻場造成などの特定の漁港漁場整備

事業に対します国の補助率引き上げが、平成

23年度までとなっておりましたけれども、10

年間延長されておるものでございます。 

 それから、(3)赤潮被害等を受けた漁業者

への被害救済対策等の強化でございます。 

 赤潮が発生しました場合の避難漁場の施設

整備、あるいは赤潮除去に係る措置への支

援、漁業被害の回避措置、赤潮等による漁業

被害に係る損失補てん、養殖魚を加工するな

どの漁業者以外の関係事業者等の救済などが

条文に明記されたものでございます。 

 国及び関係県による調査事項の追加でござ

いますけれども、対象海域に流入する河川流

域におきます森林と海域環境との関係に関す

る調査が追加されております。 

 有明海・八代海総合調査評価委員会につい

てですが、附則の規定があったために平成18

年度を最後に休止されておりましたこの評価

委員会が再開されます。期限がなくなりまし

たことによりまして、中長期的な視点からの

調査、評価を行うことができるようになりま

した。 

 最後に、見直し規定でございます。 

 隣接海域におきまして、有明海または八代

海等に起因する赤潮被害発生時に海域の見直

しを行う規定が追加されております。例え

ば、対象海域で養殖を営む業者が対象海域外

の避難漁場へ避難し、その避難した先で対象

海域で発生した赤潮によって被害を受けた場

合に海域の見直しを行うといった規定が盛り

込まれております。 

 次のページでございます。 

 改正までの経緯でございますけれども、特

措法に基づきまして、海の再生について課題

等を整理してきました評価委員会が18年度以

降開催できなくなり、また、漁港漁場整備事

業に対する国の補助率のかさ上げ措置が23年

度で終了するなど、特措法の見直しが必要と

なっておりました。 

 平成18年10月に関係６県による改正提案を

始めまして、毎年度、九州議長会を初め、九

州知事会、また、県漁連を初めとする漁業者

団体におかれましても、対象海域の拡大と赤

潮被害への救済対策について要望を行われて

おりました。 

 こうした中で、(2)、国におきまして、平

成23年、ことしの５月以降、自民党の有明

海・八代海再生プロジェクトチーム、それか

ら民主党の再生検討ワーキングチーム、それ

から公明党の有明海等再生対策本部におきま

して、関係県及び漁業者代表との意見交換が

行われまして、与野党の枠を超えて法案作成

に御尽力いただきました。 

 ことしの７月27日、衆議院の農林水産委員

会におきまして、改正法案が委員長提案とさ

れることが可決されまして、翌28日に衆議院

本会議で可決、それから８月５日には参議院

本会議で可決され、８月12日に公布、施行さ

れたものでございます。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 有明海・八代海再生に係る提言における施
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策等一覧でございます。 

 平成16年2月の当時の有明海・八代海再生

特別委員会からの提言に対応しまして、本日

は、黒丸の施策、平成23年度に新たな取り組

みを実施している施策、あるいは継続的な報

告が必要と考えられます施策などを中心に、

資料に沿いまして各担当課から順次説明させ

ていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

○清田環境保全課長 着座のまま説明させて

いただきます。よろしくお願いいたします。 

 15ページをお願いいたします。 

 条例によります上乗せ規制適用区域の設定

及び規制対象項目の追加について御説明いた

します。 

 海域環境への負荷の削減を目的といたしま

して、工場・事業場の排水対策を行っており

ます。 

 提言に書いておりますように、有明海、八

代海に流入します規制区域に上乗せ排水基準

を強化しております。また、生活環境の保全

に関する条例に基づきまして、米粉製造業な

ど７業種の事業場について、富栄養化の原因

であります窒素、燐を新たに規制対象項目と

して追加しておりまして、立入検査、指導を

実施しております。これはいずれも条例改正

を平成20年４月１日から施行して継続して指

導しているものでございます。 

 中ほどの平成23年度の取り組み実績でござ

いますが、規制対象となっておりますのは約

1,000事業場でございます。現在まで、今年

度は、延べ181事業場に対しまして立ち入り

を行って、水質検査等を行っております。水

質基準の超過となりました５事業場に対しま

して、施設や管理体制の改善勧告１件、施設

の運用ミス等に対しましての厳重注意４件な

どを行っております。その後、改善結果の確

認等を行っております。 

 今後も、引き続き、各保健所を中心といた

しました計画的な立入指導と排出水の水質の

確認等を実施しまして、水質基準の遵守状況

の把握に努めることといたしております。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。着座にて説明させていただきま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 提言項目は、干潟や海底等の保全、改善に

係る干潟等の漁場環境改善のための事業の充

実で、施策といたしましては、干潟の耕う

ん、作澪、藻場造成等の事業の実施でござい

ます。 

 本年度の取り組み状況につきましては、

２、平成23年度の取り組みの①取り組み予定

に基づき、②取り組み状況等欄に記載してお

りますが、県営覆砂では、荒尾市から宇土地

先における５地区において、合計36.9ヘクタ

ールの造成を完了したところであり、今後

は、八代市地先に3.5ヘクタールを造成する

予定です。また、市営覆砂に関しましても、

熊本市において4.1ヘクタールの造成を行っ

ております。藻場につきましては、天草市新

和町地先において14.4ヘクタールの造成を予

定しております。耕うんにつきましては、玉

名市沖及び熊本市沖の２カ所において、水深

20メーター程度の海底４平方キロメートルの

耕うんを実施し、耕うん前後の生物量や底質

の変化を調査中であり、引き続き生息環境の

改善状況に関する調査を行ってまいります。 

 以上で説明を終わります。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の30ページをお願いいたします。 

 30ページ、干潟等の実態の把握についてで

ございます。 

 本年度は、引き続き、国、県，大学等が実
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施します海域環境に関する各種調査結果につ

いて情報把握を行っております。 

 １つ目の丸でございます。 

 熊本大学におきましては、文部科学省の研

究費を受けまして、これまで調査研究が少な

かった八代海につきまして、今年度から27年

度まで５年間の研究プロジェクトを開始され

ます。５年間で３億3,000万円の調査費と聞

いております。 

 また、７月には、国の施策に関する提案の

中で、干潟等の海域環境の改善などの事業に

対する財政支援制度の充実等について要望を

行ったところでございます。 

 それから、普及啓発活動といたしまして、

小中学校の生徒を対象としました海の再生に

向けた出前講座を実施しますとともに、地域

の環境保全活動団体や漁業者等が海の再生に

向けた活動を継続して行う協働体制づくりに

向けて、環境学習会、干潟や海上での自然観

察会、海岸での一斉清掃活動、それから地び

き網体験などの地域の自発的な取り組みへの

支援などを行っております。 

 以上でございます。 

 

○鎌賀水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 49ページをお願いいたします。 

 諫早湾干拓事業に係る中・長期開門調査の

実施でございます。 

 23年度の取り組み状況について御説明いた

します。 

 一番下の段をごらんください。②取り組み

状況等というところでございます。 

 平成23年６月10日付で、国が準備書素案と

いう形で公表しております。これに対しまし

て、７月15日、次にアからウまで書いており

ますが、県の意見を提出しております。 

 まず、アでございますが、予測の精度を高

めること、イのところでございますが、不測

の事態などへの補償も含めた万全の対応策を

講じること、ウとして、調査に当たっては、

その実施・評価体制を確保するということを

意見書として出しております。 

 今後は、準備書素案ということではなく

て、国が準備書という形で公表いたします。

その後、公告、縦覧をして、県知事に意見照

会が行われる予定と聞いております。 

 以上でございます。 

 

○吉永和世委員長 次に、地球温暖化対策に

関する提言への対応について説明をお願いし

ます。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 51ページをお願いいたします。 

 地球温暖化対策に関する提言への対応につ

きまして一覧表を設けております。本日は、

このうち３番、平成23年度の主な取り組み状

況等において、下線を引いております11項目

を中心といたしまして御説明いたしますの

で、よろしくお願いします。 

 まず、52ページをお願いいたします。 

 事業活動におきます取り組みの推進につい

て御説明します。 

 １番の提言の概要、それから２番の取り組

み目標、あるいはこういったことにつきまし

ては６月議会の中でも御説明しましたので、

説明を省略させていただきまして、②の取り

組み状況等のところで御説明したいと思いま

す。以下、各提言項目におきましても同様に

説明させていただきます。 

 53ページの②、取り組み状況等でございま

す。 

 まず、(ア)熊本県の地球温暖化対策の一部

見直しの検討でございますけれども、県内の

温室効果ガス排出量の削減目標につきまして

は、国の削減目標あるいは森林吸収分の取り

扱い等の決定状況を踏まえて設定することと

しておるところでございますけれども、国の
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目標等の決定が不透明な状況となっておりま

す。 

 東日本大震災後、エネルギー基本計画の見

直しなどの動きがあっております。 

 それから、８月には、点線囲みで紹介して

おりますけれども、再生可能エネルギー特別

措置法が成立しております。再生可能エネル

ギーにつきまして、電気事業者の買い取りを

義務化し、その費用に充てるため、需要家に

その分を求めることができる仕組みとなって

おります。太陽光や風力、水力などの再生可

能エネルギーの普及が進むと考えられますけ

れども、一方で、国の削減目標を規定します

地球温暖化対策基本法案は、審議未了として

未成立の状況でございます。国の対応が不透

明な状況となっております。 

 (イ)でございます。 

 これは、本県の地球温暖化の防止に関する

条例に掲げられました計画書制度の運用状況

でございます。昨年度から、一定規模以上の

事業者あるいは建築主に温暖化対策の計画書

の策定と提出を義務づけておるところでござ

いまして、ここに掲げておりますように順調

に提出いただいているものというふうに考え

ております。 

 (ウ)でございますけれども、今年の夏は電

力不足の問題もございましたので、特に節

電、省エネについての呼びかけを強化して取

り組みを行っております。県主催で省エネに

関する講演会を開催いたしましたほか、他の

団体の研修会などで参加者に省エネを呼びか

けております。 

 以上でございます。 

 

○小原交通政策課審議員 交通政策課でござ

います。着座のまま説明させていただきま

す。 

 資料は56ページをお願いします。 

 公共交通機関の利用促進に係る提言につい

て、本年度の取り組みを御説明申し上げま

す。 

 (1)のノーマイカー通勤運動の強化等のう

ち、(ア)公共交通利用促進社会実験の実施で

ございます。 

 公共交通機関への理解を深めてもらうた

め、利用方法や地球温暖化への対応等の内容

を盛り込んだリーフレットを作成いたしまし

て、９月上旬に学校を通じて県内すべての小

学生に配布をいたしました。このリーフレッ

トに印刷された無料乗車券を切り取って利用

すると、９月17日から10月16日までの土曜、

日曜、祝日には、路線バスと電車の子供１人

の運賃が１回だけ無料になるという社会実験

でございます。また、10月22日から11月27日

までの間に有料で乗車した子供たちを対象に

くまモングッズ等をプレゼントして、さらな

る利用を促します。あわせまして、10月15日

には、電車・バス子ども教室を開催して、親

子のコミュニケーションを図りながら公共交

通機関への理解を深めることとしておりま

す。 

 次に、(カ)電気自動車の普及促進について

でございますが、今年度は、次世代パーソナ

ルモビリティーに関する実証実験及び充電器

の整備等を行うことで普及促進を図ることと

しております。 

 取り組み状況としましては、普通充電器設

置場所の公募を行いまして、19カ所を選定い

たしました。今後、今年度中には、普通充電

器を30カ所程度、急速充電器を４カ所程度設

置するほか、県立高校５校に電動バイク通学

者向けの充電用コンセントを設置する予定で

す。また、電動バイクの普及を進めるため、

補助制度を創設しました。 

 次に、57ページをお願いします。 

 (3)乗り継ぎの円滑化のうち、(ウ)ＪＲ豊

肥本線を活用した空港ライナーの試験運行に

ついてでございます。 

 阿蘇くまもと空港への交通アクセスの利便

性を高めるため運行するものでございます
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が、公共交通の利便性が向上することにより

まして、自家用車から公共交通機関への利用

の転換が進み、排気ガスによる二酸化炭素の

排出削減に寄与するということで記載をして

おるものでございます。阿蘇くまもと空港、

それからＪＲ肥後大津駅間を、おととい10月

１日から来年の３月25日までの半年間、毎日

１日47便をジャンボタクシー等により運行い

たします。 

 以上でございます。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 59ページをお願いいたします。 

 家庭におきます取り組みの強化に係る提言

についてでございます。 

 (ア)地球温暖化防止についての普及啓発の

推進については、特に節電についての取り組

みを強化しております。 

 (a)の県庁舎あるいは総合庁舎等でのグリ

ーンカーテンの実施では、水前寺保育園の園

児に協力をいただきまして、植え付けイベン

トを県庁で実施したりしております。 

 また、(c)ライトダウンキャンペーン２０

１１は、本年度については、例年２日間でや

っておりますけれども、ことしは、６月22日

の夏至の日から先日９月８日白露の日まで節

季ごとの６日間に拡大して実施しておりま

す。延べで4,900施設、毎回約800施設に御参

加いただきまして、推計で約40万キロワット

時の消費電力を削減しております。これは大

体２万6,000世帯の１日の電力使用量に相当

するものでございます。大体玉名市の総世帯

数が約２万3,000でございますので、これに

匹敵するかと思います。 

 それから、(ウ)のエコくまポイント制度モ

デル事業につきましては、今年度新規のモデ

ル事業でございますけれども、制度の企画及

び運営の事務局といたしまして、企画コンペ

を実施しまして、ＮＰＯ法人のくまもと温暖

化対策センターを選定しております。 

 今後、このセンターと内容を詰めながら、

11月から、協賛事業者は熊本市等が中心にな

るかと思いますけれども、実証実験を進めた

いというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。着座のまま御説明させていただきます。 

 62ページをお願いいたします。 

 森林吸収源対策の推進でございます。 

 ページの下、②平成23年度の取り組み状況

等でございますが、(2)の企業の森づくりの

促進といたしまして、企業の森づくり活動に

よる二酸化炭素吸収量を認証する熊本県森林

吸収量認証制度によりまして、県内で活動さ

れている17の企業、団体に対し認証書を交付

いたしました。 

 また、県有林で取り組んでまいりましたオ

フセット・クレジットにつきましては、本年

６月30日に開催された認証委員会におきまし

て1,912二酸化炭素トンの認証を受けまし

た。今後は、カーボン・オフセット等に取り

組んでいる県内企業等に販売してまいりま

す。 

 森林整備課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○吉永和世委員長 以上で執行部からの説明

が終わりました。 

 まず、産業廃棄物処理施設の公共関与推進

に関する件について質疑を行いたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○荒木章博委員 たしか５年ぐらい前、この

南関の取り組みが決定をしたんですね。それ

で、いつこれは――私もしばらくおらぬだっ

たもんですから、当時私もその担当だったん

ですけれども、いつこれ、めどですかね、そ

こあたりをちょっとお尋ねしたい。 
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 それと、もう一つは、九州産廃が、要する

に菊池市との協定で27年ということで閉じて

しまう約束があっている。その中で、オー・

エス収集センターの１社になってしまう。こ

のやっぱり緊張感というか、またそこが事故

やら起きた場合には、うっとまってしまう。

公共関与というのが、完全にもう遮断してし

まう。こういうところあたりをどういうふう

に受けとめておられるか、そういうところを

ちょっとお尋ねしたい。 

 

○中島公共関与推進課長 現在の進捗状況

は、先ほど御報告しましたように、現在、地

元理解促進に鋭意努めているところでござい

ます。おかげをもちまして、御報告申し上げ

ましたように、南関町におきましては、８月

９日に基本協定書の締結に至り、町の全体と

しては、南関町は容認をしていただいたとい

うような状況でございます。ただし、一部住

民の方々につきましては、やはりまだ強い反

対意見の方々もいらっしゃいますので、この

方たちに対しましては、今後も引き続き丁寧

に丁寧に説明を続けてまいりたいと思ってお

ります。 

 ただ、状況といたしましては、以前は、１

年前はいわゆるそもそも論、処分場の必要性

はわかるが、なぜここなのかと、なぜ南関町

なのかというような御意見をたくさんいただ

いておりましたけれども、最近は、ある程度

そもそも論から脱しまして、処分場の安全性

についての御質問がふえてきたように思って

おります。 

 それから、先ほど申し上げましたように、

先ほど処分場の住民視察を行ったと申し上げ

ましたけれども、これまで先進処分場の視察

をかたくなに拒んでこられた方々が、他の処

分場の施設を見せてくれというような声が出

始めておりまして、相当理解は進んでおるも

のと思っております。 

 ただ、隣接の和水町につきましては、現在

一生懸命御説明を続けておりますけれども、

まだ基本協定の締結に至っておりませんの

で、和水町につきましても、一日も早く御理

解をいただいて基本協定の締結にこぎつけた

いと思っております。 

 そういうような状況で、南関町さんと基本

協定書の締結ができましたので、これから実

は地域振興策の検討でありますとか、それか

ら用地の手続に着手してまいりたいと思って

おります。まだ用地は未着手でございます。 

 したがいまして、この用地取得の目安いか

ん、用地いかんで時期が動いてまいりますけ

れども、あるいは確定してまいりますけれど

も、この用地取得にどれほどの時間がかかる

のかなというようなことでございますが、我

々の目標といたしましては、来年度には着工

をいたしたいと思っております。そういう用

地あたりのめどもつけまして、相手があるこ

とですから、ここで確約はできませんけれど

も、来年度には工事に着工いたしたいと考え

ております。そういうような状況でございま

す。 

 

○吉永和世委員長 九州産廃の……。 

 

○中島公共関与推進課長 失礼しました。 

 それから、九州産廃が終了した後、オー・

エス１社体制になるというようなことでござ

います。これは先生御指摘のとおりでござい

まして、拡張をいたしますと一たんは残余容

量に余裕が出ます。出ますが、先生も御指摘

のとおり、１社体制になるということは、必

ずしも十分な安定的な体制ではないと私たち

も考えております。 

 そういうことがあってはなりませんけれど

も、万が一先生がおっしゃったように事故が

発生したとかということになりますと、そこ

の受け入れがとまってしまいます。そこの受

け入れがとまってしまうということは、県内

の処分場がなくなると、ある時期受け入れが
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なくなるというような状況になりますので、

そういう意味からも、私たちは早く公共関与

の稼働にこぎつけたいというような思いを持

って今一生懸命取り組んでいるところでござ

います。 

 

○荒木章博委員 非常に南関町が受け入れを

していただいて、和水町の説得を含めて、課

長以下大変な努力をされており、厚く敬意を

表したいというふうに思っております。 

 また、地域振興策というか、見返りという

言葉はちょっとあれですけれども、地域振興

策ということがやっぱり大変なことだと思い

ますので、ぜひ来年着工に向けて指針どおり

進めていただきたい。これだけ進んできたと

いうことについて厚くお礼を申し上げたい、

そういうふうに思っております。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○大西一史委員 毎回いろいろこの問題につ

いては、私も質問させていただいております

けれども、今回も管理型最終処分場の今の状

況ですよね。残余容量等々も含めてなんです

けれども、残余年数が、22年度末で考えたと

ころ２年というような非常に厳しい数字が出

ていると。 

 しかし、これはもう10年前からというか、

データを見ますと、もうずっとその状態で、

ずっと何とかできてきているというような状

況で、これはもう当然のことながら、その最

終処分量自体が、リデュースというか、リユ

ースとかそういったものも含めて進んできた

結果ですからあれなんですけれども、ただ、

この42万立米に最終的な埋め立て容量を決定

はされてきたということでありますけれど

も、この最終処分量、かなり変化をしている

中で、将来の見通しというのは、どこまで立

てておられるんですかね。大体何年先ぐらい

までを見越した計画になっているのかという

ことなんですけれども……。 

 

○中島公共関与推進課長 現在の公共関与の

計画量は、申し上げましたとおり42万立米で

今計画をいたしております。これで、供用開

始から15年ないし20年耐え得るのではないか

なと思っております。 

 その42万の算出でございますが、最近の処

分量の推移をごらんいただきますと、4.3万

トンから6.8万トンの推移でございますが、

これを厳し目に厳し目に見て、公共関与と民

間とでこの処分量を分け合ったとして、２万

トンから３万トンぐらいの受け入れ、２万ト

ンとして、約20年分を公共関与で引き受けよ

うというような計画でおりますので、どれく

らい先までという御質問に対しましては、供

用開始後から20年は一応公共関与の処分場が

あれば県内の最終処分量には耐え得るのでは

ないかと思っておりますが、先生おっしゃっ

たように、各種のリサイクル法が施行してず

っと減少してまいりました。最終処分量が減

少してまいりましたが、もう私どもの推計で

は、ほぼ底打ち４から６、この推移でずっと

行くか、横ばいもしくは微減と考えておりま

す。この傾向で行くんじゃないかと思います

ので、これがゼロになることは今私たちは考

えておりません。最終処分量はあり続けると

思っております。 

 したがいまして、公共関与で15年から20年

対応いたしますけれども、今の状況を見ます

と、今後新たな民間処分場が――既存の拡張

はあり得るかもしれませんけれども、新しい

会社がどこか新しい場所に進出するというの

は非常に厳しい状況だと思っておりますの

で、公共関与が稼働して、ある一定年数を経

たところで、また次の公共関与を考えていく

必要もあるのかなというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 
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○大西一史委員 今の説明であると、大体こ

の公共関与の形での県が運営する管理型最終

処分場というのが仮にできたとして15年から

20年ぐらいじゃなかろうかということです。

これは当然変動していくはずですから、見通

しでしかないというふうに思うんですけれど

も、やっぱり民間が、これ以上拡張だとか新

規で――拡張はあるかもしれぬけれども、新

規でつくるということは、なかなか、やっぱ

りずっと今までの経緯を見ても非常に厳しい

ということはあると思うんですね。 

 ここ15年ぐらいのスパンで見れば、この公

共関与、県がどこまで急がなければならない

のかということについては若干の振れ幅があ

ると思うんですが、20年、30年というふうな

スパンで考えたときのやっぱり長期計画的な

見通しですね。そういったものの必要性があ

るだろうというふうに私は思うんですよね。

１カ所、これを今南関でやろうとするだけで

もこれだけ厳しい状況であるということを考

えれば、やっぱり早目早目に次の――まあ念

には念をといいますかね。 

 だから、民間の余力も含めてですけれど

も、そういったものをずっと精査しながら計

画を立てていくということがないと、行政の

いろんな継続的な関与といいますか、そうい

ったものも含めてですけれども、やっぱり今

からはなかなか、こういう難しい住民の皆さ

んのいろんな感情もある中で、それから危険

性に対するいろんなリスクに対する不安とか

そういったものが増大していく中では、そう

いう計画をもうこの段階ぐらいから考えてい

く必要が私はやっぱりあるだろうというふう

に思っています。 

 ですから、これは今のここ10年ぐらいのス

パンということではないですね。もう少し長

期のことを考える必要があるんじゃないかな

というふうに思うんですが、執行部の方で

は、そういったお考えというのは、今内部的

な検討も含めてですけれども、あってるんで

すかね。それとも、まずはこれということな

のか。 

 つまり、このデータが、残余年数があと２

年ですよとか、３年ですよとか、毎年毎年そ

れをずっと繰り返して10年来とるわけです

よ。ということは、やっぱり長期的な視点の

見方、環境変化が大きいということもありま

すけれども、やっぱり見通しの甘さというの

も一部では私はあると思うんですよね。 

 その辺も含めて、今までの状況変化を考え

て、今課長おっしゃったように、最終処分量

というのは、大体このくらい、年間４万トン

から６万、７万ぐらいの範囲内で年次の中で

動いていくだろうということですから、そう

いったところまである程度やっているのであ

れば、もう一回すっきりきちっと計画を立て

て、その中でやっぱり変更を加えて計画を立

てていく。 

 そして、公共関与も、恐らくこれは15年、

20年でいっぱいになれば２カ所目ということ

も当然考えられるわけですよね。２カ所目、

３カ所目というのも、小規模かどうかは別と

しも、規模は別としても、やっぱりそういっ

たことの何というのかな、計画を立てておか

ないと、また膨大なエネルギーをこの10年ぐ

らいの間費やして、議会での議論もかなりシ

ビアだったし、住民への説得、あるいは自治

体、議会への説得というのも非常にやっぱり

困難をきわめるわけですよね。そうするとや

っぱりいざというときに対応できないという

ことになってきますから、その辺は必要だろ

うというふうに思いますが、その辺はどうで

しょう、今担当課として。 

 

○谷﨑環境生活部長 今の公共関与推進課の

方ではなかなか答えにくい部分かもしれませ

んが、先ほども荒木委員の方からもありまし

た。この計画を立ててもう既に５年たってお

りまして、あと建設を考えれば７～８年は、
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最終的には計画からでき上がるまでにかかる

ということの状況がございます。 

 今大西委員からもお話がありましたよう

に、今後廃棄物の最終処分量が４万トンから

６万トンの間で推移していくと。経済活動を

私ども行っていく、あるいは日常生活を行っ

ていくに当たっては、どうしても廃棄物とい

うのは処分が必要になってくるという状況で

ございます。 

 今、その将来的な計画について考えている

かという部分でございますが、公共関与につ

きましては、現在のところ、何とかこれを第

１発目の公共関与処分場ということで、これ

についての県民の方々の不安、それから不信

を払拭するために、今のところ日夜努力して

いるということで、次の計画をどうするかと

いうのはなかなかちょっと思いが至っており

ません。 

 ただ、さっき大西委員からお話がありまし

たように、今後の処分量のことを考えた場合

に、次の計画について何らかの考慮をしてい

く必要があるんじゃないかということについ

ては、御意見として承りました。私どもとし

ても、それを重い御意見として今後考えさせ

ていただかないかぬかなと、今御意見を伺い

ながら考えております。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 一応そういうことも含め

て、ぜひ考えて、やっぱりどうしてもこれを

別に原発と比べるわけじゃないけれども、デ

ータもこれだけころころころころ変わってい

くということを考えると、信頼性の点からも

どうなのよと。 

 あのとき、この委員会で、このというか廃

棄物公共関与を検討するというスタートの時

点でのあの緊迫性からすれば、知事がよくお

っしゃる時間的緊迫性からすれば、全然この

データが狂ってきているわけで、やっぱりそ

ういう意味では、そういう見通しをもう少し

シビアに立てながらやっていっていただきた

いというふうに思ったものですから、こうい

う検討をぜひしていただきたいということを

一応要望させていただいときます。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○田代国広委員 残余年数について確認して

おきたいと思います。 

 非常に大事な問題だと思いますが、これに

よりますと22年度末の残余容量が13万4,000

トンですから、これから２年という残余年に

なるわけですけれども、一方では九州産廃に

供用開始の予定があると。したがって、一た

んは延びると書いてあります。 

 もう１つお伺いしたいのは、オー・エスさ

んですか、これも工事中と書いてありますで

すよね。この会社の供用開始については、ど

れくらい実態把握されておりますか。それに

よって、またこれは変わってくると思うもん

ですから、残余年数がですね。２年というの

は、ある程度厳しく見た２年なのか、あるい

は一たん伸びると書いてありますが、これと

の整合性についてお尋ねしたいと思います。 

 

○中島公共関与推進課長 表中記載の２年

は、現時点で推計すると２年という意味でご

ざいます。残余13万トンに対しまして、実績

が6.8ありますので、そのペースでいくとあ

と２年しかありませんということでございま

して、そこに今後の拡張計画の数字は入って

おりません。 

 したがいまして、表２、表３の拡張がなさ

れますと、具体的にはオー・エス収集センタ

ーの方は年度内に第１期分が供用開始される

のではないかと思っておりますが、その46.6

が供用開始されますと、その分が残余容量と

して一たんは出てまいります。一たんは余裕

が出てきます。というような状況でございま
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す。 

 

○田代国広委員 九州産廃の工事予定で一た

んと書いてあるわけでありまして、九州産廃

が26年度の末まではされるわけですから……

（「はい」と呼ぶ者あり）九州産廃だけでも

工事をされれば、当然残余量はふえてくる

し、24、25、26、３年間は大丈夫と申します

か、そういったことが考えられますよね。 

 一方では、今おっしゃったように、オー・

エスさんですか、年度内に供用開始されると

いうならば、大幅に残余年数は変わってくる

んじゃないですか。実態として、実際の数字

として。 

 

○中島公共関与推進課長 残余年数は、もち

ろん動いてまいります。ただ、この残余年数

は、現時点ではじいたときにということで

す。現時点の供用開始をされている中で、だ

から今後の供用開始予定の容量は含まってお

りません。今はじくと、あと２年という。 

 先生おっしゃるように、拡張分が出てまい

りますと、来年度の実績あたりが出ますと、

来年はまた残余年数というのは少し延びてく

ると思います。 

 

○田代国広委員 ということは、２年という

ことにこだわらなくていいわけですよね、現

時点では。私は、これを見るとやっぱりあと

２年しかないと思うわけでしょう。となる

と、公共関与の施設を緊急に急がなならぬ

と、そういうふうになってくるわけです、当

然ですね。間に合うかと、急げと。 

 しかし、実際はオー・エスさんが供用開始

をするならば、明らかに２年という数字じゃ

なくて、そういった緊迫性と申しますか、あ

る程度民間が処理する能力がふえてくるわけ

ですから。そうなりますと、またこの２年と

の整合性は非常に印象的に変わってくるわけ

ですよ。その点をちょっと今ただしておると

ころです。 

 

○吉永和世委員長 要は、さっき説明の中で

あった業者によって受け入れ制限があるとで

しょう。そこら辺をはっきり説明したがよか

っじゃなかですか。 

 

○中島公共関与推進課長 先ほどもちょっと

私の方から触れましたけれども、確かに委員

おっしゃるように一たん残余容量はふえるん

ですが、九州産廃が27年３月をもって受け入

れを終了いたします。九州産廃は終了いたし

ます。（「終了する理由ば言うとよかたい」と

呼ぶ者あり） 

 これはもう資料記載のとおりでございま

す。菊池市との約束で最終処分場終了という

ようなことになりますので、その後はオー・

エス１社体制になってしまうわけです。オ

ー・エス１社になります。オー・エスの方

は、今度は部分的にではありますけれども、

一部受け入れ制限をいたしております。受け

入れをしない物品がありますので、そういう

ことも含めて１社体制であり、制限品目があ

る。 

 あるいは、これはあってはならぬことです

けれども、先ほど申し上げましたように、万

が一何らかの事故が発生したときには、そこ

も受け入れが難しくなるというようなこと

で、どうしてももう１個処分場は必要になっ

てくるというようなことで、私たちは公共関

与の処分場の建設を今促進しているところで

す。 

 

○田代国広委員 公共関与の必要性はもう十

分わかっています。緊急性も必要と思ってお

ります。ただ、資料として、２年間と。22年

度末は確かにそうかもしれませんけれども、

実態としては九州産廃は26年までいいわけで

すから、24、25、26あるわけです、３年は。

さらには、またオー・エスさんもこうやられ

 - 13 -



第３回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成23年10月３日) 

るならば、実態として３年とかもう少し余裕

がありはしないかと思っておるわけです。 

 ただ、そういった緊急性を持って対応され

ることは決して間違いないと思いますけれど

も、説明する場合、もう少し実態というか、

そういったことを知りたいものですから、申

し上げた次第であります。いいです。 

 

○谷﨑環境生活部長 済みません。今田代委

員の方からお話がありましたように、４ペー

ジのところは、確かにあと２年しかないとい

うことで残余年数になっています。それだけ

では、今田代委員からお話がありましたよう

に、本当にもう２年と切迫した状況に見える

ものですから、その後の民間における許可の

状況ということで５ページの方にお示しをい

たしました。これで残余年数が延びるという

ところまで含めて御理解をいただきたいなと

思って、それをさせていただいたところでご

ざいます。 

 ですから、オー・エスさんが実際今年度中

に工事を終わって受け入れが始まり出します

と、46万6,000でございますから、これが平

均的に１年間に５万トンとしますと、そこだ

けで受け入れるとすれば、あと10年近くはそ

こでもつということにはなるわけでございま

す。 

 ただ、今課長が申し上げましたように、こ

こ１社だけでは、九州産廃が26年中に終わっ

てしまうということの不安がございますの

で、公共関与もそれに追いつくような形で何

とか竣工させていただきたいというところで

今仕事を進めさせていただいておるところで

ございます。 

 

○浦田祐三子委員 ちょっと関連で。 

 ５ページの先ほど説明の中で、松山開発さ

んが、環境アセス第１段階の方法書手続終了

後、具体的動きが見えないということだった

んですけれども、その理由は何かわかれば教

えていただけますか。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課の方か

らお答えさせていただきます。 

 松山開発につきましては、方法書のところ

まで終わりましたけれども、地元住民の反対

でありますとか、いろいろなことがございま

して、現段階では動いていないというような

状況になっております。そのコンサルタント

等の裁判等もございまして、実際のところ方

法書の段階で今とまっているところでござい

まして、動きについては非常に不透明という

か、それ以上はちょっと私の口からはなかな

か言えませんけれども、そういうところで御

理解いただければというふうに思っておりま

す。 

 

○浦田祐三子委員 わかりました。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○城下広作委員 確認でございます。 

 先ほど大西委員が、仮に公共関与の部分が

次に必要になってくる事態が発生した場合、

次の候補というのは、今まで論議をしてき

て、今回はたまたまたくさん、134だったか

な、それからだんだんだんだんずっと絞って

きて、最終的には４カ所に集約して、今回は

南関にとりあえずやろうという話で、南関と

いうことで私もずっとこの委員会に来まし

た。 

 仮にそこが足らないということになれば、

今までの論議は非常に大事な論議として生き

てきて、次なる対象というのは、そういうこ

とを十分同じような形で検討した結果で採用

していくということの考えで、これはそう理

解していいのかなと思いますけれども、どう

でしょうか。 

 

○中島公共関与推進課長 先生はもう十分御
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承知であろうかと思いますが、８カ所の候補

地を決定し、その中から南関町を１つ選ばせ

ていただきましたけれども、現時点でも残り

の７カ所を消してしまっているわけではござ

いません。７カ所の候補地は厳然として残っ

ておりますので、仮にの話ですけれども、次

の候補地を選定するといった際には、当然そ

の７カ所は最優先に検討するべきであろうと

思いますが、その７カ所の中だけからするの

か、あるいはもう一度その時点に再検討――

状況も変わってくると思いますので、いろん

な社会的状況、それから地理的状況等々、い

ろんな変化があろうかと思いますので、現時

点では、その７カ所の候補地を残しておりま

すが、その新たな検討を始める時点で、７カ

所の中から選定するのか、あるいはもう一度

そこで候補地を選定し直すかというのは、そ

の時点での議論にさせていただきたいと個人

的には思っております。 

 

○城下広作委員 今のは大変大事な話で、ず

っといろんな条件を考えて、あえて７カ所ま

で絞ってきて、その中でいろいろといろんな

――どこに１つするかというのは相当論議し

てきたんですよ。それでやっと南関という形

で決めてきて、いざ次本当に２カ所、だれか

もし次と考えるときには、非常に今の考え方

はしっかりしとかないと、またもう一回見直

すなんかいったら、それはまたどういう状況

があるかわからぬけれども、とんでもない話

になりますよ。 

 それから、今の答弁というのは慎重にしと

かないと、私は、万が一次２カ所になったと

きに、もう一回同じような論議をしたら無駄

ですよ、今までの分が。はっきりしとかない

と。そこはちゃんと県として、その７カ所を

決めた段階もかなり重い考え方で決めたわけ

ですから、そこはちゃんと正確に確認して、

もう一回ちゃんと答弁した方が良いと思いま

す。 

 

○谷﨑環境生活部長 今課長が申し上げたこ

と、実質的にまたぞろ今そういう考え方を踏

まえているかということではございません

が、８カ所については、今城下委員の方から

話がありましたように、140カ所ぐらいの中

からだんだん絞り込んで８カ所にしておりま

す。そういう意味で、それが我々の候補地と

しての最優先のものだということで考えてお

ります。これはもう変わりはございません。 

 ただ、今申し上げた課長の気持ちをおもん

ぱかるとすれば、その後の社会情勢、つまり

８カ所に決まったときの要素が少しずつ変化

があっている可能性もあるので、そのあたり

を踏まえてということでしょうが、少なくと

も８カ所については、最優先でそこを選択す

るということの中の候補地として挙げており

ましたので、その中から考えるということに

なります。 

 ただ、先ほど大西委員にも申し上げたよう

に、私どもとしては、次の候補をどうするか

ということについては考えがまだ及んでおり

ませんので、そのあたりについては今の城下

委員のお考えも含めて重く受けとめさせてい

ただきたいと思っております。 

 

○城下広作委員 じゃあ、いろいろ社会状況

で、極端に８カ所以外でいろいろ見直さぬと

いけない場合には、当然論議をすることがあ

るということですから、それは私もわからぬ

じゃないから。だけど、今までの論議は非常

に重い位置づけとして考えて、そのベースの

中でプラスアルファがあればまた考えるとい

うことで、私もそう理解したいと。 

 

○鬼海洋一委員 関連して。 

 非常に重要なポイントだと思います。気持

ちはわかりますし、また新たな形の変化が起

きる可能性もなきにしもあらずだというふう

に思いますが、現段階で、まだ今は南関に向
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かっているわけですよね。そうすると、南関

に向かうその根拠というのが、ある意味では

ぼけてきますから、今城下委員の方からお話

がありましたように、やっぱりこれまでの経

過というのは、とりあえずはここを最大限重

視していくという状況で、あと終わった中で

の話にした方がいいのではないかというふう

に思いますが、そういうふうにぜひ整理をし

ていただきたいというふうに思います。 

 

○荒木章博委員 私も関連して。 

 今、やっぱり大変御努力されて、ここまで

たどり着いてるわけですから、先のこととい

うとはもちろんこれは考えていかなんでしょ

うけれども、今役所の立場としては、ここに

やっぱり夜討ち朝駆け努力をされているか

ら、そこはやっぱり集中的にやるということ

を、まずこれを完成させるという目標からや

っぱり私はやるべきだと。それから先のそれ

は、もう全体的な考えで、それはやらなきゃ

いかぬとは当然ですよ。当たり前ですよ。わ

かっているんですよ。しかし、それを一つ一

つやっていくということが私は大事だと思

う。だから、先ほど、その努力に対し厚く御

礼を申し上げるということを申したんです。 

 

○早川英明委員 最終的に42万立方メートル

ということで決定をされました。要は、議論

が出ておりますけれども、菊池の方がもうこ

こで27年で終わるということ、それからまた

もう１つ北部の方にこれがあるということで

42万に決定されましたが、大体これは想定で

わからないというふうには思いますけれど

も、42万が満杯になるのが、何年ぐらいでで

き上がって大体終わるのか。それによって今

度は、クローズド無放流型ということで建設

費あたりがぐっとコストが上がります。そう

いう中で、今度また維持管理費も相当かかる

というふうに思いますが、施設そのものの全

体の経費として、この42万をやった場合に採

算がとれるのか。どんな見通しでしょうか

ね。 

 

○中島公共関与推進課長 まず、年数につき

ましては、先ほど申し上げましたけれども、

15年から20年の埋め立て期間を想定いたして

おります。毎年ちょっと多目に入ってくれば

15年ですし、少なく厳し目に見積もれば20年

というようなことで、15年から20年で大体満

杯になるのではないかというふうに思ってお

ります。 

 それから、費用の問題ですけれども、これ

は済みません、今実施計画の中で収支計画を

鋭意一生懸命詰めておるところでございま

す。前から申し上げておりますように、建設

費については、屋根をかけたことによって、

ざっくりですが、約70憶程度ということでこ

れまで申し上げてまいりました。あと、ラン

ニングコスト等を計算していくわけですけれ

ども、済みません、収支計画を今詳細に精緻

に詰めておる段階でございますので、それが

固まりましたら、また御報告申し上げたいと

思っております。 

 

○早川英明委員 この42万ということが決定

したとここに書いてありますから、やっぱり

その辺あたりも私はじっくり計算をした上

で、この42万ではもう大幅に足らぬとかいう

ことになれば、この量も少しはふやさなんと

いかぬとじゃなかろうかなというように一人

思ったわけでありまして、そこらあたりとこ

の最終の埋立量というのは、やはり一致する

ものがあるんじゃなかろうかというようなこ

とを思いましたものですから。 

 

○中島公共関与推進課長 先生御指摘のとお

りでございまして、あらあらではたたいてお

りますけれども、今詳細に詰め直しておると

ころでございます。容量につきましては、収

支計画もそうですが、ただいま現地に即した
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容量あたりを勘案いたしまして、まずは容量

は42万ということで決定させていただいて、

収支計画は、その42万のところで今はじい

て、恐らく――恐らくといいますか、収支相

整うというような考えでおりますけれども、

今精緻に詰めておるところでございますの

で、今しばらく時間をおかしください。 

 

○早川英明委員 ぜひひとつ、そのような形

でつじつまが合うようにお願いしておきま

す。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○谷﨑環境生活部長 先ほど荒木委員からも

お話がありましたけれども、将来的な私ども

の方の計画というのは、確かに今、先ほども

課長が話しましたように、南関、和水の皆様

方の御理解をいただくために、不安解消のた

めに、とにかく毎日のように通ってお話をさ

せていただいている状況でございますので、

今後、何分にも私ども非力ではございますけ

れども、現地の方々の御理解をいただくため

にも一刻も早く処分場建設に当たりたいとい

う思いはございますが、引き続きまた議会の

方の御協力をいただきたいと思っておりま

す。どうぞよろしくお願いします。 

 

○吉永和世委員長 最初が肝心なので、これ

で失敗すると次がないというふうに思ってい

いと思いますので、そこら辺は十分丁寧に対

応するべきだというふうに思います。 

 ほかにありませんか。 

 それでは次に、有明海・八代海の環境の保

全、改善及び水産資源の回復等による漁業の

振興に関する件について質疑を行いたいと思

います。質疑はありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 先ほど、この法律の一部改

正について御説明をいただきました。中身は

極めて大きな付加といいますか、我が県にと

っては有利な方向での改正だというふうに思

っておりまして、特に、この環境対策特別委

員会としても、再々その見直しと継続につい

ても国に要望してきたわけでありますから、

その意味でよかったなというふうに思ってい

ます。 

 特に、対象となる海域の拡大、それから国

庫補助率の延長、今回は赤潮被害等を受けた

漁業者への被害救済対策等の強化、この点

が、この数年来赤潮の影響を受けてきた我が

県にとっても大変大きなことではないのかな

というふうに思っています。 

 その中で、この評価委員会ですね。新しく

所掌事務の見直しというのがこの中に入って

いるわけでありますけれども、現段階でのこ

の評価委員会の状況、これまでの経過を含め

て、これからのこの委員会のやるべき仕事、

こういうものについて少し御説明いただきた

いと思います。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 この評価委員会でございますけれども、平

成15年２月から実動をしております。法律

は、平成14年11月でございましたけれども、

15年２月に設置をされておりまして、それか

ら平成18年12月に委員会報告というものを出

しておりまして、この中では、いろんな問題

点、有明海、八代海の問題点について整理を

して、結論としましては、今後も調査を継続

すべきだろうと、いろんなことをやりながら

も調査すべきだろうというような、概括でい

えばそういうことだったと思います。 

 それから、特に、調査研究の総合的な推進

マスタープランをつくって調査をやっていか

ないといけないんじゃないかといったような

ことが18年12月の委員会報告だったかと思い

ます。それ以来、ここのところにちょっと書

いてありますけれども、この委員会は法律の
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附則の規定で５年以内ということでございま

したので、それ以来休止をしているという状

況でございました。 

 今回、そこの附則の規定がなくなったとい

うことで、中長期的に取り組んでいくという

ことでございます。新しく新生になりました

といいますか、評価委員会でございますけれ

ども、恐らくメンバーが場合によっては変わ

るかもしれないというようなこともちょっと

聞いております。 

 それから、進め方についてもまだ決まって

はいないというようなことで、先日担当者会

議がありましたけれども、そこら辺はまだ明

らかにはなっていないというような状況でご

ざいますので、我々も何か意見を求められれ

ば、いろんな地域の専門家の方を紹介すると

かそういった場があるのかもしれませんけれ

ども、まだちょっとそこら辺がはっきりはわ

かっていないような状況でございます。 

 

○鬼海洋一委員 今お話しのとおりに、評価

委員会の中身そのものが、ある意味では私た

ちが判断する上であいまいなことをしている

現状じゃないかというふうに思っているんで

すね。今お話しのとおりに、15年に設置をさ

れて、18年に報告書を出した。18年以降は、

ある意味ではあってもなくても今日まで至る

という状況の委員会の過去の存在であったの

ではないかというふうに思っているんです

が、今回改めてこの評価委員会が衣がえをす

るのかどうかわかりませんけれども、恐らく

衣がえをしなきゃ、メンバー等も15年度も18

年度もあった状況ですから必要だというふう

に思うんですが、その辺についてはもう少し

やっぱりびしっととらえて、今後、この評価

委員会が、我々の有八を守る上で、あるいは

新たに追加されたこの海域を守る上で、どう

いう役割を果たすかということについては明

確にしていただきたいというふうに思ってお

ります。その辺いかがでしょうか。 

 

○田代環境立県推進課長 まさにこの有明

海、八代海のこの特措法、今回海域がつけ加

わりましたけれども、まさにここの評価委員

会、ここでいろんなデータを集めて、またい

ろんな研究が、国、それから県、それから漁

業者の方とかいろんな大学、いろいろあろう

かと思います。まさにここのところで集中し

て集積して評価をするという日本の最高の英

知を集めるようなそういう場だったと思いま

すし、今後もそういうふうな場であってほし

いなというふうに思っております。 

 これまでのメンバーが21名の専門家でござ

いました。本委員会の下に部会も設けてあり

ましたけれども、その部会をどうするかであ

りますとか、そういったこともあろうかと思

いますけれども、国の方に対しましても、我

々地方としても非常に期待するというところ

でしっかりとした評価委員会をつくっていた

だくようにお願いをしていきたいというふう

に思っております。 

 

○鬼海洋一委員 特に、この存在は非常に大

きいというふうに思うんですね。特に、この

有明海の環境を考える上で、諫早湾の開門調

査、これを含めて非常に重大な問題が横たわ

って解決してないままに今日進んでいるわけ

だと思います。 

 そういうものを、専門的に、今お話しのと

おりに、どう解明をして必要な方向性をつけ

るという意味では、この評価委員会の役割と

いうのは極めて大事になってきていると。に

もかかわらず、非常に軽視をされて今日まで

来たという状況を、我々はやっぱり反省すべ

きではないかというふうに思いますね。 

 ですから、どうか、今回改めてこの評価委

員会が衣がえをして再出発するわけですか

ら、その意味では、県としても、求める課題

について整理をされながら、具体的に要望し

ていただくような検討をぜひお願いしておき

 - 18 -



第３回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成23年10月３日) 

たいと思います。 

 

○西岡勝成委員 質問する前に、有八の特措

法が今回改正をされ、また一部延長されたと

いうことで、執行部の皆さん方、また各党の

皆さん方にも感謝を申し上げたいと思います

が、おかげさまで、ことしは、３年続いた赤

潮が、警報は何回か出されましたけれども、

大した被害もなくて、今日まで――大体時期

的にはもうことしは終わったかなという感じ

がしていますけれども、そういうことで安心

をいたしておりますが、ことしがよかった原

因がどこかということがちゃんとわからぬと

なかなか対策も打てないと思うんですが、そ

の辺はどこまで把握できるものですかね。非

常に難しいと思う。荒瀬の問題もあっただろ

うし、水温の問題もあっただろうし、雨量の

問題も――いろいろな諸条件が重なって赤潮

というのは発生するんですけれども、その中

でどういうものがいい方向に動いたのか、大

体把握できるものですか。 

 

○南本水産研究センター所長 まず、ことし

近年被害を出しておりますシャットネラ赤潮

が発生しなかった要因でございますけれど

も、例年発生が見られております６月以降の

水温、６月、７月、８月の水温が例年に比べ

て１℃ほど低うございます。あわせて、海水

の塩分濃度でございますけれども、これも例

年に比べて低く推移いたしました。シャット

ネラという種類につきましては、この増殖に

好適な条件等ではなかったというのが、まず

挙げられます。 

 あわせて、シャットネラと競合いたします

珪藻赤潮、これが６月、７月、断続的に今年

度は発生しております。そういうこともあっ

て、今年度は有害赤潮であるシャットネラに

関しては発生がなかったものと考えておると

ころです。 

 それと、このシャットネラ赤潮の発生の予

察でございますけれども、これも今申し上げ

ました海底の水温、それとシスト、種の発芽

の状況、それと塩分濃度もございますけれど

も、それに気象、日照量とか、そういうのが

複合的にやっぱり関与をしておりますので、

現在のところ、こういうところがよかったの

でことしは発生しなかったというのを科学的

に解明するというのは、まだ――水産総合研

究センター、国もあわせて、大学の研究機関

等と連携をとって解明に向けて今研究してい

るという段階でございます。 

 

○西岡勝成委員 シャットネラのシストとい

うのは、要するに、ことし発生せぬだったら

海底に沈んでいるであろうというシストは、

もう１年で終わるんですか。 

 

○南本水産研究センター所長 シャットネラ

のシストに関してでございますけれども、実

は、これは数年間、ことし発生しなかったと

しても、種が海底に残っておれば、数年間は

まだ発芽の可能性はあるというふうなことで

研究報告がなされております。 

 

○西岡勝成委員 もう１ついいですか。 

 その赤潮対策の件でお聞きしたいんです

が、実は避難漁場をつくりました。ただ、現

状を言いますと、潮が速くて到底避難漁場に

はなれぬだろうと。かなりの金を突っ込んで

あります。 

 民主党政権というのは、県を通さぬで、ぼ

っと漁協に金を出しているんですね。そうい

う金の使い方というのは、なかなか慣れてな

いもんですから、そういう過程の中で、県に

どのくらいの相談をして避難漁場の設置をし

たのか。その辺が非常になれてないと思うん

ですね。そういう組合あたり、業種別組合で

すから、農協とか漁協とまた違って、そうい

うところにぼっと金を直接出して対策をこれ

でというようなやり方をしたんじゃ、後でい
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ろいろ問題が出やせぬかなと思うんですけれ

ども、まず避難漁場の今の状況を教えてくだ

さい。 

 

○鎌賀水産振興課長 牛深の地先に避難漁場

を造成しておりますけれども、まず状況とし

ては、外海から八代海に潮流が出入りすると

ころでございまして、潮流が３ノットから４

ノットということで非常に厳しい条件のとこ

ろでございます。 

 それで当初、設計、調査を、これは養殖漁

業協同組合が事業主体で行っておりますけれ

ども、調査をやって、それでいかだも設計を

してやりましたけれども、潮が非常に速くて

一度また設計のやり直しをして、いかだの設

置をし直した状況でございます。 

 漁協の方としては、これからまた魚を入れ

てどういう状況かを見るということでござい

ますけれども、避難漁場ということで、赤潮

が出たときにはそこに避難をするという場所

でございましたので、特に改めて魚を入れる

必要はないわけでございますけれども、せっ

かくつくった漁場を、どういう状況で魚が泳

いだ状態になるのか、それを見るために入れ

てみようということは予定しているようでご

ざいます。 

 

○西岡勝成委員 県に相談というか、そうい

う設置をする場合の、もちろん県はいろいろ

なデータを今まで持っとるわけですから、ノ

ウハウも持っとるだろうし、そういう相談は

あってるんですか。 

 

○鎌賀水産振興課長 まず、国が直接漁協に

お金を出すというふうなことでございます

が、計画書は県を通じて県がお手伝いをして

つくっております。ただ、調査あるいは設計

に当たっては、国の独立行政法人水産総合研

究センターというところも非常に興味を持っ

て現地にも来ていただいて、そういった中で

漁協と独立行政法人の方が直接話をする場面

もございまして、なかなか県だけでというこ

とではございませんで、３者で協働しながら

計画をつくっていったということでございま

す。 

 

○西岡勝成委員 地元の人たちから言わせる

と、あそこの漁場では最初から無理だよとい

うような話を我々は聞いてたんですね。そう

いう中で、県も絡んどればそれなりのデータ

を出してあるんでしょうけれども、避難した

先で魚が死んでしもうたら元も子もないわけ

で、要するに赤潮じゃなくて多分潮で浮くん

ですよ、網が。浮いてしまって多分どうにも

ならぬのじゃないかと思うので、その辺、新

しく範囲も今度おかげさまで有明海、八代海

の入り口まで広げていただいたので、その辺

も含めてやっぱりもう一回考え直さないと、

あそこの避難漁場じゃ無理ですよ、多分。も

う一回それぞれ国とも話して、ぜひやっても

らいたいと思いますけれども。 

 

○吉永和世委員長 要望ですか。 

 

○西岡勝成委員 はい。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○大西一史委員 ７ページの(4)の国及び関

係県による調査事項の追加ということで、新

しい今度の一部改正によってまた追加をされ

たということなんですけれども、そもそもな

んですけれども、いろんなデータ、いろんな

調査というのがやられてきたというふうに思

うんですが、実際にこの有明海及び八代海を

再生するためのデータの調査というんですか

ね、どのくらい県でやっているのか、全体的

にですね。それから、どのくらいの数として

やっているのかということなんですけれど

も、その辺はわかりますか。 
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○田代環境立県推進課長 今ちょっと手元に

は持ってきておりませんけれども、かなり水

産の方では、例えば水産の方で船をお持ちで

ございます。２隻あったと思いますけれど

も、そこでの調査、いわゆる水産の方の調査

で船がありますので、結構時期に応じて必要

なときに先ほどの赤潮の調査も含めたところ

で調査があっていると思います。 

 それから、環境サイドの方の調査は、環境

基準という一応行政目標がございますので、

それを満足しているかという定点的な調査を

やります。これはどちらかといいますと、陸

域から出るいろんな生活排水とか、そういっ

たところの影響を調べるものでございますの

で、どちらかというと非常に浅いところの

海、いわゆる船が入ってこれないようなとこ

ろ、ここに小船を出してというような調査を

外部委託でやっております。 

 そのほか、いろいろ、それから環境省の方

からの委託の沿岸域、沿岸県、共同での調

査、こういったものをやっております。 

 それから、国土交通省の調査船「海輝」が

ございまして、今度もう１隻増えるというこ

とで２隻体制になるというふうに聞いており

ますけれども、国交省、それから水産庁、そ

れから県の方の水産部局、環境部局、表をち

ょっときょう今持ってきておりませんでした

ので、また整理いたしますけれども、いろん

な場でやっております。 

 

○大西一史委員 何種類調査があるかとか、

どういう研究があるか、どのくらいの数の研

究があるかということをあえてお聞きしたの

は、多分その全体像というのは相当多岐にわ

たっているということで、県は、有明海、八

代海がいろんな変化をしてくる前から当然ず

っととってきたデータとかというのもあるわ

けで、定点観測をしているしですね。 

 そういう意味で、やっぱりはっきり言え

ば、今お聞きしても多分数はわからないだろ

うなというふうに思ったので、あえて聞かせ

ていただいたんですが、そういったいろん

な、今先ほど赤潮だけに関して言っても複合

的な要因がたくさんあるということを考える

と、そういう要因を探るためのデータがどう

いう形でとられているのか、どういう研究機

関がどういう研究をしているのかというもの

の全体的な体系的な整理というのは、やっぱ

りもう少しされてないといかぬのかなという

ふうに思います。 

 その上で、戦略的にこうやって法律に基づ

いての調査事項が追加されたわけであります

から、結構調査したりいろいろするというこ

とに関しては、かなりお金もかかる、コスト

がかかるというふうに思いますけれども、こ

れはかなりやっぱり今からの変化を見ていく

中ではいろんなファクターがあるわけですか

ら、過去のデータも含めてプラスアルファと

していろんなデータを追加していくというこ

とで、こういったものにはしっかり――財政

的にも厳しいだろうけれども、やっぱり予算

措置をきちっとするということ。 

 それと、各研究機関、いろんな研究者がい

ろんな研究をされていますけれども、そうい

ったものとのデータの共有化ですよね。こう

いったところをしっかりやっていただきた

い。さっき団体が本当にわかるのかというよ

うな話が西岡先生からありましたけれども、

そういったところで本当にわかる専門のとこ

ろとわからないところといろんなところのき

ちっとした整理をするためにも、そういう全

体的な調査とか、そういったデータ、あるい

は研究の共有化、そういったものの情報の共

有化というのが必要だというふうに思います

けれども、その辺はぜひ取りまとめてやって

いただきたいというふうに思うんですよね。 

 今までずっととってきたデータを、ここで

例えばいろいろやめるとか、ちょっともう余

り意味がないけんやめるとかというのが、ひ
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ょっとしたら整理すればあるかもしれません

けれども、できるだけやっぱりデータが多け

れば多いほど原因というのはわかるはずなん

ですよね。 

 ですから、その辺は、財政が厳しい折です

けれども十分にやっていただいて、特に研究

機関とか国との連携というのはもう少し密に

やっていただきたいなというふうに思います

ので、その辺は要望をさせていただきます。 

 

○吉永和世委員長 要望ですね。 

 

○大西一史委員 まあ、何かあれば……。 

 

○谷﨑環境生活部長 先ほど説明いたしまし

た30ページのところで、その一環ではござい

ますけれども、有明海、八代海の再生関連デ

ータ編成業務ということで、これまで出され

た調査内容等について、改めてそこらあたり

の取りまとめをしようかということで、今年

度予算をいただきまして実施させていただこ

うかなと思っておりますので、その一つの一

環でございます。今委員の方から御指摘いた

だいた分でございます。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○佐藤雅司委員 済みません、24ページでご

ざいますが、森林整備課。 

 地球温暖化のところで申し上げようかなと

いうふうに思っておりましたが、ここにも書

いてありますので、あえて申し上げたいと思

いますが、ここに事業の目標量というのが書

いてあります。植栽とか下刈り、間伐、それ

ぞれの数字が出ております。それから、路網

の関係、間伐材、針広混交林化ということに

なっていますけれども、大体全体としてどれ

くらいのパーセントでこれをするとできるの

かと。ことしは、そのうちのどれくらいなの

かということになるわけですけれども、遅々

と進まない森林整備の関係、もちろん出口さ

えよければという話はありますけれども、そ

の辺のところの目標をちょっとお伺いしたい

と思いますけれども。 

 

○河合森林整備課長 例えば、間伐をすると

いった場合におきましては、地球温暖化対策

の関係で、熊本県におきましては１万4,500

ヘクタールの間伐をするというのを目標に掲

げてございます。 

 今回、委員御指摘の24ページのところで

は、植栽347ヘクタール、下刈り1,700ヘクタ

ール、除間伐5,337ヘクタールというところ

でございますけれども、例えば間伐につきま

しては、そのほかの事業もございましたり、

森林を持っておられる森林所有者の方が自力

で行われるというものもございます。そうい

うものをあわせまして、大体前年度ですと１

万4,000ヘクタールを若干切っているという

ような状況でございます。 

 実際、木を植える植栽だとか下刈りという

のは、その時期を外すということはできませ

んので、実際この目標数字につきましては、

すべてクリアができているというふうに思っ

ていただいて結構かと思います。 

 

○佐藤雅司委員 何パーセントぐらいの森林

整備――やっぱり最近物すごくどこの山も荒

れてますよね。もちろん、どうも国も県も木

を植える視点、阿蘇は草原特区もやっている

わけですが、物すごい勢いで植えている部分

もあります。 

 もちろん木を切ったら植えるという視点は

当然必要なことはわかっておりますけれど

も、草原部分であるとか、ほかのこんな急傾

斜の植えてはならないところ、植えたらどう

かなと思うところまで植えてあったりするん

ですよね。植えたら植えっ放し、そのままに

して、もう間伐も、まさに枝打ちも何もでき

てないで、山は荒れ放題ということの中で、
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まさにＣＯ2の吸収源として成り立つのかど

うかというところまで――どこかの学者が言

ったと思いますけれども、ほったらかしとく

とやっぱり温暖化のあれにならないというこ

とを言う学者もいますから、そういったとこ

ろはやっぱり土地利用計画をちゃんと立てて

私はやるべきだというふうに思っております

けれども、なかなか遅々として進まないとい

うことの中で、どれくらいの数字ができてい

るのかということをちょっと聞きたいと思い

ますけれども。 

 

○河合森林整備課長 間伐をどれだけの面積

を行わなければならないのかという意味で

は、例えば温暖化の防止対策というところで

は、しっかり管理されている森林というのを

どれだけ持つのかということになるというふ

うに思ってございます。 

 24年度までのしっかり管理した森林を、特

に人工林でございますが、それの面積という

のが、年間１万4,500ヘクタールを間伐して

まいろうという目標に掲げさせていただいて

おりまして、進捗という意味では、今年度は

大体95％とかそれぐらいの間伐面積というの

が達成できるのではないかという状況でござ

います。 

 

○佐藤雅司委員 95％であれば、もうほとん

どの山が、枝打ち、間伐、下刈り、そんなと

ころはもうできたということでとらえていい

んでしょうか。 

 

○河合森林整備課長 下刈りにつきまして

は、まず間違いなくできているという認識で

ございます。 

 森林の管理という観点から行きますと、枝

打ちというのは、比較的単価、やる作業種と

しての値段が比較的かかるものでございます

し、今の木材の材価という観点からいきまし

て、なかなかかけた費用にペイしないという

ような状況もございまして、熊本県といたし

ましては、間伐の積極的な推進というのを行

っているところでございますし、全国的にも

そのような状況だという認識でございます。 

 

○佐藤雅司委員 えらい私も食いつくようで

すけれども、少なくとも私が見る限りは阿蘇

の森林整備がそんな95％もできているという

ふうには全く思っておりません。これからど

れくらいの目標で何年間かけてぐらいだった

ら100％に近いというところまで私は行くと

思うんですけれども、そういう目標は恐らく

立ててあると思うんですけれども、どうも今

県の計画の中で95％という意味でしょうか。

それか、全体の森林の中での何パーセントと

いう意味ですか。どちらでしょうか。 

 

○河合森林整備課長 今の目標としているの

が、年間の間伐の目標面積でございますの

で、それで全体の森林をすべからく管理をす

るというものではなくて、６年間の計画とし

て、その面積を毎年やっていくということで

ございます。 

 今後、例えば間伐という木の手入れ、特に

人工林では引き続き手を入れる必要というの

もございますので、当面の間、平成24年度ま

では毎年１万4,500ヘクタールの間伐、ま

た、木を伐採した後の植栽、下刈り等は引き

続きやっていく必要があるという認識でござ

います。 

 

○佐藤雅司委員 済みません、これでもう最

後にしますが、どう見ても――もちろん県の

計画の中で目標としているところだというふ

うにおっしゃいますけれども、そんなにやっ

ているというふうな感覚は私はないと。もっ

ともっと追いつかないような状況になってい

ると。 

 この材価の出口については、御案内のとお

り、30年も40年も前からやっぱり８・２の状
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態、最近ではやっぱり３割程度まで伸びてき

たと、国内産が。ということは、もう喜ばし

いことでありますけれども、やっぱりそうし

た状況もちゃんと踏まえていきながら森林整

備をやっていかないと、後の温暖化の関係の

水や空気や環境をつくり出すという形にはな

らないんじゃないかなと、こう思いますの

で。 

 ただ、確かに予算の関係があって、県とし

ては目標を立ててやっておられるかもしれま

せんけれども、まだまだやっぱり足らないと

いうことを御認識いただいて、そして植える

という視点じゃなくて、植えたものを――こ

れはもう一切１本も植えなくても70年はもつ

というぐらいの今それだけの山のにぎわいが

あるわけですから、そういった観点に少し方

向性を変えていく必要も私はあるというふう

に思っております。これは要望でございます

が、ぜひそうした森林整備を進めてもらいた

いということです。 

 以上です。 

 

○河合森林整備課長 委員御指摘のとおり、

非常に多くの森林というのはございますし、

それの管理、また継続的な手入れというのは

必要だというふうに思ってございます。 

 我々といたしましても、今後も引き続きそ

ういう森林の整備を図ってまいりたいと思い

ます。御意見ありがとうございます。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○荒木章博委員 この30ページですかね。 

 今、熊本大学のこれは滝川教授だと思うん

ですけれども、23年から27年まで３億3,000

万の予算が計上されておるということなんで

す。これはどういう状況ですか。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 熊本大学が予算をとられて、５年間で３億

円以上の研究プロジェクトということでござ

います。 

 内容的には、４つほどございまして、１つ

は、今熊本港のところで熊本大学がやってら

っしゃいますなぎさ線の回復というような実

験場を持っておられますけれども、そういっ

た再生技術について、海の底の底質の改善手

法、こういったところの研究、それから環境

変化の評価、予測ということで、これは大学

らしいところでございますけれども、シミュ

レーションモデル、環境変化がどうなるのか

という開発、それからもう一つは、具体的に

海域環境の把握ということで、自然環境ある

いは社会環境のデータベース整理、それから

生物の生息環境が八代海においてどう変わっ

ているかといったような把握事業もすると。 

 それから、もう１つ、まだ解明できてない

ような藻場、特に八代海でございますので、

藻場の消滅の原因といいますか、そういった

ことについても研究をしたいといったような

研究内容でございまして、生物から土木的な

ところからいろんな分野にまたがるような研

究を、特に熊本大学沿岸域環境科学教育研究

センターという長い名称のところでございま

すけれども、そこが学際的な取り組みをされ

ていますので、そこが中心になって調査を幅

広く八代海でやっていくというふうなことと

聞いております。 

 

○荒木章博委員 これはもちろん熊大ですか

ら、国に申請して、研究テーマが、国からの

文科省からの機関として３億3,000万、５年

間でとられたということですね。これはま

あ、ある意味では画期的なことですよね。で

すから、よければ、こういう資料の中に入れ

てありますけれども、１つ何か紙にして、今

言われたようなことをやっぱり委員会でも提

示できるようにされたらいいんじゃないかな

と思います。 
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 それと、あわせてもう１ついいですか。 

 

○吉永和世委員長 はい、どうぞ。 

 

○荒木章博委員 きょうは義務教育課長も来

ておられますから、何も発言されんといかぬ

でしょうけん。 

 干拓とか海の再生をテーマにして、９月末

まで20の小学校、３つの中学校ということで

1,048名実施した。これは、周辺はどういう

ところが対象ですか。それとも、募集があっ

てから、いやこちらから募集をしてという形

ですか。 

 

○谷口義務教育課長 義務教育課でございま

すけれども、この募集については、県の環境

立県推進室、そちらの方から直接募集がかか

っていると思っております。 

 

○田代環境立県推進課長 後ろの方のお答え

の方からでございますけれども、これは募集

をかけまして、県の職員が出前講座という形

でやっているということでございます。募集

をかけてやっているということでございま

す。 

 それから、もう１つ、先ほどの八代海の熊

本大学の研究プロジェクトにつきましては、

発表を、公表といいますか、どういう形でや

るとか、そういったようなことが外に出せる

ようなきちっとしたものがあるかどうか、ま

た我々把握しまして、また何らかの形で皆さ

ん方の方にも御報告をしたいというふうに思

っております。 

 

○荒木章博委員 はい、了解しました。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 それでは次に、地球温暖化対策に関する件

について質疑を行います。質疑はありません

か。 

 

○鬼海洋一委員 ことしの夏の節電について

は、それぞれ大変暑い中で辛抱いただいて相

当の成果が上がったということで評価をいた

しておりますが、特に私は、今回の予算の説

明会のときにもちょっと申し上げましたが、

原発事故、これは大変な状況で、これをどう

おさめていくかという上では、我々も含めて

支援をする体制をつくっていくことは大事だ

というふうに思いますけれども、一方で、特

に12号台風、15号台風、これはある意味では

両極だというふうに思うんですが、地球温暖

化、明らかにこの影響と見られるその気象異

変、これがああいう大規模な豪雨をもたらし

た要因の一つではないかというふうに見られ

ているわけですが、その意味では、この委員

会の中で、このＣＯ2削減に対する取り組み

を進めていくという非常に重大な問題だとい

うふうに思っています。 

 節電をすることはよかったんですが、一方

で、特に原子力発電所が閉鎖されるという事

態の中で、火力発電所がにわかに新しくつく

られたりということもあって、その意味で

は、このＣＯ2削減に対する動きが全国民的

な課題の中であったにもかかわらず、かなり

――かなりというか、その流れに致命的な影

響を受けたのではないかというふうに、これ

を非常に心配をしているわけです。 

 熊本県下の、これはもう簡単な話ですが、

この間の例えばガスだとか、それから石油、

こういうもののこの夏の使用量というのはど

ういうぐあいになったのかというのを、簡単

な話だけれども、把握されているでしょう

か。それが１つです。 

 それから、一番最後のページ、62ページで

すけれども、これは非常に我々が今後関心を

持って取り組むべき課題ではないかと思うん

ですが、今佐藤委員の方から、森林の間伐の

促進に対するお話もありました。 

 ここで、五木村のクレジット認証につい
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て、これはもう既に話題にもなっているわけ

ですけれども、オフセット・クレジット認証

委員会において認証されたという、こういう

これまでの画期的な状況が報告されているわ

けですが、今このオフセット・クレジットに

かかわる中で、17社、団体に対して認証書を

交付したというぐあいに書かれています。 

 これは、民間でもこの五木村等の動きを広

げていきたいという、そういう状況での取り

組みを続けられていると思うんですが、この

辺の取り組みですね。常にこれに協力すると

いうよりも、このことによって、みずからの

企業等におけるＣＯ2排出量を減らしていき

たいというふうに思っている企業等の動向も

踏まえて、この間の連携といいますか、今後

の取り組みの方向性はどうなっていくのかと

いうことについて、ちょっと御紹介いただき

たいというふうに思います。 

 

○吉永和世委員長 ガスと石油の使用量はど

こですか。 

 

○森永新エネルギー産業振興課長 新エネル

ギー産業振興課でございます。 

 前段についてのことし夏の県全体のガスと

か燃料の使用量についてのお尋ねでございま

すが、これは現時点で調査したデータを持ち

合わせておりませんので、どうやって調べら

れるかを含めて検討いたしまして、後日また

委員の皆様にお知らせできないかと思って、

検討していきたいと思っております。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 オフセット・クレジットに関しましては、

県有林がございまして、その県有林のうち五

木村にございます２つの団地で間伐を実施し

まして、その実施した間伐に対する二酸化炭

素吸収のクレジットを取得したという状況で

ございます。 

 県有林で取得したということは、県内の森

林所有者さん、市町村だとか、または個人の

方を含めまして、そういう方々に対する普及

というのを最大の目的としておるという状況

でございまして、県の方で森林吸収の関係で

とったという状況でございます。 

 県内で、これ以前に森林吸収に関しまして

取得されているのは、小国町の方で取得され

ているわけでございますけれども、ほかでは

なかなかとれてないというところでございま

す。 

 今回、この関係に関しましては、一般の森

林所有者の方からの問い合わせもあるところ

でございまして、また各市町村等に対しまし

て、このオフセット・クレジットの取得とい

うことに対して、普及なり手段の内容につい

て御説明をさせていただければというふうに

考えておるところでございます。 

 もう１点、二酸化炭素吸収の認証というこ

とでございますけれども、県の条例に基づき

ます排出削減ということで、今回、県内にご

ざいます17の企業、団体の方から、その二酸

化炭素の吸収をオフセットする仕組みという

ことで申請をいただいているところでござい

ます。 

 これにあわせまして、資料の62ページの

(ア)でございますが、企業さんと法人等との

協働の森づくりというもの、制度をつくって

ございまして、こういう制度を含めまして、

企業等の森林整備等を促進してまいりたいと

いうふうに考えているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 各企業では、新しい森づく

り等に対する積極的な動きが、この数年来、

非常に強力といいますか、進んできたという

ふうに思うんですね。 

 今、せっかくこういう制度ができました。

先ほどの佐藤委員の質問でもありませんけれ

ども、今県有林に対する制度の適用をやった

というお話ですが、例えば森林組合とか――
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私、森林組合の総会あたりにもよく出席しま

すけれども、ここも間伐に対する取り組みを

さまざまな補助の中でなされておるわけです

ね。これがトータルして、まとまった形の中

で、森林組合単位でこういう制度が適用いた

だけるということになっていくと、かなり今

後の森林の整備は進んでいくのではないかな

というふうに思っています。 

 これは、企業等との働きかけ等ももちろん

必要になってくるわけですけれども、ぜひそ

ういう立場で、全般的な県内の森林管理、民

間を含めて検討していただくことは大事じゃ

ないかというふうに思っておりますので、ま

ず要望を申し上げておきたいと思います。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、その他に移ります。その他とし

て、何かありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり） 

○吉永和世委員長 それでは、続きまして、

付託調査事件の閉会中の継続審査についてお

諮りします。 

 付託調査事件については、引き続き審査す

る必要があると認められますので、本委員会

を次期定例会まで継続する旨、会議規則第82

条の規定に基づき議長に申し出ることに異議

ありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○吉永和世委員長 異議なしと認め、そのよ

うにします。 

 以上で本日の議題はすべて終了いたしまし

た。 

 それでは、これをもちまして、第３回環境

対策特別委員会を閉会します。 

 なお、委員の先生方には、連絡事項がござ

いますので、しばらくお待ちください。執行

部、記者は退席をよろしくお願いいたしま

す。 

  午前11時51分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  環境対策特別委員会委員長 
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